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 近年，子育て世代の農村部への移住意識が高まっている中で，移住できるなら子供の数を増やしたいと

いう意向を有する子育て世代が一定数いることが既存調査より明らかになっている．本研究では，新しい

社会像であるSoceity5.0が農村部で優先的に普及・浸透することで，移住意識が活性化される可能性がある

ことに着目し，その影響を独自に実施したwebアンケート調査の分析を通じて明らかにした． 

 結果として，1)都市的な生活環境に満足し，自然等の生活環境に不満がある若年女性が移住に積極的に

なりやすい，2)自動運転の導入が「移住するならば子供の数を増やしたい意向」を持つ子育て世代の移住

意識の活性化に有効な可能性がある，3)子供に関連する自動運転の利用方法が若い世代の移住意識を活性

化させやすい等の傾向が示された． 
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1. はじめに 

  

 近年，都市部在住子育て世代の農村部に対する関心が

高まっていることが，2016年に株式会社NTTデータ経営

研究所が実施した調査1)により明らかとなっている． 

同調査において着目すべき点として，移住(以下，断

りの無い限り移住は「農村部への移住」とする)するな

らば「子供が今より多く欲しい」と考える居住者 が増

加することが挙げられる．これは，農村部に子育て世代

が移住することで，国の人口減少を緩和の一助となる可

能性があるということである．よって子育て世代の移住

意識を向上させることは，社会的意義が大きいと言える．

しかし，農村部と都市部の間では，雇用や生活環境等に

大きな差異が存在し，それらが関心から移住に踏み切る

までに至る障壁となっていると考えられる． 

一方，2016年に閣議決定された「第5期科学技術基本

計画」2)や「科学技術イノベーション総合戦略」3)にて

Society5.0という新しい社会像が提示された．Society5.0と

は，ドイツの「インダストリー4.0」のようにITやIoTを

活用して産業を発展させるだけでなく，社会課題の解決

を図り，豊かな生活を目指す社会と捉えることができる． 

Society5.0を農村部への移住政策として優先的に導入する

ことで，先述したような農村部と都市部との差異を解消

し，移住に対する障壁を低くできることが期待される． 

以上の背景から本研究の目的を，Society5.0が移住政策

として導入された際に，都市部在住子育て世代の移住意

識がどのように変化するかを明らかにすることとする． 

 

 

2.  研究の位置づけ 

 

2-1. 移住に関する現状 

子育て世代を対象とした移住支援制度は全国でも多く

の事例が存在する．一般社団法人移住・交流推進機構4)

により，子育てに関する支援制度は全国で4,095件ある

ことが明らかとなっている． 

また，地方企業への転職を促進・支援する日本人材支

援機構5)が2015年に発足するなど，農村部を含む地方に

おける雇用増加促進を狙う動きが見られる． 

しかし，上記のような支援や支援組織が存在している
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にも関わらず，都市部から農村部への移住者数はほぼ横

ばい6)の状態であり，革新的な対策による移住意識の活

性化が求められていると言える． 

 

2-2. 既存研究 

 移住に関する研究に関しては，自治体の移住支援施策

に関する研究7)や，大都市圏で働く若者の地方への移住

意向についての調査8)，移住動機や心理特性に関する研

究9)，「一人暮らし，または親と同居している若者」が

農山村地域への移住意識が強いことを明らかする 10)等の

移住の要因に関する研究において多くの蓄積が見られる．

加えて，海外でも農村部に関する研究は，「RURAL 

PLANING AND DEVELOPMENT」11)でまとめられている

ように，多くの蓄積が見られる．移住に関する研究であ

れば，非経済的な理由で農村部へ移住する「アメニテ

ィ・マイグレーション」に関する研究12)t等がまとめられ

ている．その他にも，移住理由と社会経済状態(SES)等

との関係を分析した研究13)，北アイルランドにおけるラ

イフステージに着目した移住パターンを分析した研究14)

等が存在する．  

 一方で，近年登場したSociety5.0に関する研究としては， 

Society5.0の実現に必要な要素に関する研究15)などがみら

れる．しかし，Society5.0の実現が地域計画に与える影響

を論じた研究は存在せず，今後の移住政策を検討する上

で，様々な新技術等の導入を想定したSociety5.0の実現が

移住意識にどうのような影響を与えるかを把握する必要

がある． 

 

2-3.  本研究の内容構成 

以上の背景と問題意識に基づき，本研究では都市部在

住子育て世代の農村部に対する潜在的な移住意識が，

「Society5.0の実現に必要な要素(以下，Society5.0の要素)」

によってどのように活性化が可能なのかを明らかにする．

具体的には，webアンケート調査通じて，Society5.0の要

素による移住意識活性化の構造を示し，背景で述べたよ

うな「子供が今より多く欲しい」と考える子育て世代に

とって移住意識活性化の効果が高い要素と年齢との関係

を把握する． 

本研究の構成として，まず2.で本研究の位置づけを整

理し，3.で都市部在住子育て世代を対象に実施したweb

アンケート調査の内容を解説する．次に4.では，得られ

た調査結果の分析を通じて，移住意識活性化のモデルを

作成し，その考察を行う．以上の結果を踏まえ，5.で結

論を述べる． 

 なお，研究に取り組むべき手順として，農村部の中で

も比較的移住に対する障壁が低い6)大都市圏周辺の農村

部がまず対象として適切と考えられる．よって，本研究

では，三大都市圏の都市部在住子育て世代をwebアンケ

ート調査の対象として，三大都市圏縁辺部を農村部と定

義する． 

 

2-4. 本研究の特長 

 本研究は以下のような特長を有している． 

1) 今後の展開が予想されるSicuety5.0の諸要素の導入によ

る効果を移住意識の活性化という観点からとらえた新

規性の高い研究である． 

2) 農村部だけでなく，国全体としてみた場合の人口減少

の抑制につながる時宣にかなった緊急性の高い研究で

ある． 

3) 子育て世代を三大都市圏から広く抽出し，十分なサン

プルを確保する独自のwebアンケート調査により，統

計分析に耐える信頼性の高い分析を行っている． 

 

 

3.  使用データ 

 

3-1．webアンケート調査の概要 

 本研究では，移住意識やSociety5.0によるその変化，

子供の有無等の家庭環境，生活環境への満足度，ライフ

スタイル，職業などを質問し，子育て世代(本研究では

「子供がいる，もしくは子供を欲しいと思っている居住

者」とする)を対象とした独自のwebアンケート調査を実

施した．webアンケート調査の概要を表1に示す． 

webアンケート調査は，実際の農村部にて実施したヒ 

表1 webアンケート調査の概要 

 

 

図1 調査対象都市一覧 

調査対象 三大都市圏の都市部の子育て世代

調査方法 楽天リサーチによるwebアンケート

調査実施日 2016年12月14日～12月17日

サンプル数 2,606

 ・子供の有無

 ・今後子供が欲しいと思うか否か

(農村部についての説明をした後，質問を続ける)

 ・移住意識

 ・Society5.0の要素による移住意識の変化

 ・移住した場合に欲しい子供の数に変化はあるか

 ・生活環境への満足度

 ・生活スタイル

 ・職業

主な調査項目

三大都市圏

三大
都市圏以外

調査対象都市
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アリング調査を経て作成した．調査対象である子育て世

代に提示する移住先の条件は，以下のとおりである． 

1) 農村部は現在の住居から1～2時間の距離にある． 

2) 自然が豊かな地域である． 

3) スーパーや学校の数は多くない． 

4) 自動車があれば生活には困らない． 

5) 住居を持ち，転職して農業を始める環境が整っている． 

6) 農業収入で充分な生活が可能である． 

その上で，3-2に示すSociety5.0の要素が加味されたと

き，移住意識がどのように変化したかを質問する構成と

なっている． 

サンプル回収は，移住意識・子育て世代・性別の分類

の程度において分析目的が達成できるように層別化抽出

を行った．層別化において，移住意識の程度は「思う」

から「全く思わない」の4段階，子育て世代に関しては，

「子供の有無」「末子が未就学児か小学生以上か」「今

後子供が欲しいか」の3段階で行っている．なお，末子

が高校生相当(16～18歳)以上で独立している可能性があ

る居住者や60歳以上の居住者は子育て世代の可能性が低

いとして分析対象外とした． 

調査対象都市は，三大都市圏のうち，一次産業従事者

の構成比率が相対的に少ない(三大都市圏全市町村の全 

就業者に占める一次産業従事者の割合16)が三大都市圏平

均未満)である169市町村を選定した．調査対象都市の一

覧を図1に示す． 

 

3-2. Society5.0の要素の選定  

 既存調査8)や内閣府が実施した調査17)より，移住する

際の条件として，医療施設といった生活サービス施設や

交通手段の確保といった基本的な生活の利便性や，雇用

に関するものが挙げられている．本研究では，それらの 

条件を考慮し，内閣府資料や既存研究を参考にSociety5.0

の要素を選定した．本研究で実施したwebアンケート調

査に組み入れた Society5.0 の要素，及びその利用方法に

関しては 4-1 で示す移住意識活性化の基礎集計結果に併

せて記載する． 

 

4. 移住意識活性化の構造 

 

4-1. 移住意識・移住意識活性化の集計結果  

 層別化に用いた移住意識の程度を，実際の構成比を類

推するために既存の時間拡大法 18)を用いてサンプル数の

拡大を行った．拡大前と拡大後の基礎集計を図 2に示す．

子育て世代のコント―ロールトータル値は，内閣府が

20 代から 30 代の居住者に対して実施した「結婚・家族

構成に関する意識調査」19)における将来子供が欲しいと  

思うかという設問に対して「子供はいないが子供が欲し

い」「子供がおり子供が欲しい」「子供がおり子供が欲

しくない」と回答している都市部居住者の割合を調査対

象都市内の 20 代・30 代の人口 16)に掛けることで推計を

行った． 

 拡大前のサンプル数は，層別化のねらいどおりに，4

段階のそれぞれでほぼ同数が回収できている．一方，拡

大後は移住したいと「思う・少し思う」と回答した居住 

 

図2 移住意識の程度 

 
図3 Society5.0の要素による移住意識の変化(拡大後) 

0% 25% 50% 75% 100%

拡大前

拡大後

N=2,606

N=12,712,318

思う 少し思う
どちらとも

言えない
あまり・全く

思わない

設問「農村部に移住したいと思うか」

0% 25% 50% 75% 100%

目的地を提案し連れて行ってくれる

移動中に車内で読書等が出来る

子どもの送迎をしてくれる

農村部から現在の職場に通う

農業用ロボットが作業を補助

ロボットに加えて人工知能が補助

災害時でも安定して通信可能

電気料金がかからなくなる

自宅で健康への助言を受けられる

入院しなくても治療が受けられる

介護ロボットが介護を補助

都会の進学校と同等の講義を受講可能

子の理解度に応じた教育を受けられる

現在と同じ仕事でテレワーク

仕事を減らしテレワークで農業を兼業

転職して仕事量を減らし農業を兼業

強くなった

少し強くなった

どちらかと言えば強くなった

全く変わらない

どちらかと言えば弱くなった

自動運転

スマート農業

通信インフラの強化

分散型電源

在宅医療

介護ロボット

ICT教育

テレワーク

N=12,712,318設問「図2の回答時と比べて移住意識は変化したか」

第 56回土木計画学研究発表会・講演集

 3



 

 

者は 4割程度であり，先述した内閣府の既存調査 17)にお

ける都市部居住者の農山漁村への定住願望の割合とほぼ

同じとなっている．よって，本研究におけるwebアンケ

ート調査の内容構成は妥当であると言える． 

次に Society5.0 の各構成要素が農村部への移住政策と

して実施された場合，移住意識がどの程度活性化される

のかを図3に示す．大半のSociety5.0の要素が，導入する

ことで 5割以上の子育て世代が移住意識を活性化させて

いることが分かる． 

 

4-2. 移住意識活性化の構造 

都市部子育て世代の移住意識活性化の構造やその要因

を明らかにするために，共分散構造分析を実施した．共

分散構造分析に用いる観測変数・潜在変数の一覧を表 2 

に示す．移住意識活性化のモデルとして，「個人・世

帯」・「生活スタイル」・「生活環境」・「移住意

識」・「移住意識活性化」の 5つの層を作成した．また，

性別と年齢(サンプルが均等に分かれるよう 19歳から 35

歳を若年・36歳から 42歳を壮年・43歳から 59歳を中年

とした)で個人を 6つに分類し，分析を行った．なお，6

表2 共分散構造分析に用いた変数一覧

 

 

図4 移住意識活性化モデル(共分散構造分析)

観測変数 観測変数

中年男性  43歳～59歳の男性 移動利便性  目的地を提案し連れて行ってくれる(0.81)

若年女性  19歳～35歳の女性 移動中作業  移動中に車内で読書等が出来る(0.84)

壮年女性  36歳～42歳の女性 子の送迎  子供の送迎をしてくれる(0.80)

世帯人数  回答者を含めた世帯人数(0.62) 職業維持  農村部から現在の職場に通う(0.69)

子供の有無  子供がいるか否か(0.88) ロボット補助  農業用ロボットが作業を補助(0.90)

観光好き  観光・行楽・レジャー好き(0.53) 人工知能補助  ロボットに加えて人工知能が補助(0.92)

買物好き  買物に出かけるのが好き(0.63) アドバイス  自宅で健康への助言を受けられる(0.84)

大店舗好き  遠くても大きな店や品質の良い店舗に行く(0.48) 入院不要  入院しなくても治療が受けられる(0.87)

近所付き合い多い  友人や近所付き合いは多い方(0.34) 介護補助  介護ロボットが介護を補助(0.83)

自宅で静かに過ごす  自宅で静かに過ごすことが好き(0.13) 進学校の教育  都会の進学校と同等の講義を受講可能(0.90)

ネット好き  通信販売やネットショップが好き(0.14) 理解度に応じた教育  子供の理解度に応じた教育を受けられる(0.91)

買物利便性  買い物の利便性への満足度(0.68) 職業を維持  現在と同じ仕事でテレワーク(0.79)

医療環境  病院や診療所への満足度(0.72) 維持・農家兼業  仕事を減らしテレワークで農業を兼業(0.90)

福祉環境  老人ホーム等の福祉施設への満足度(0.58) 転職・農家兼業  転職して仕事量を減らし農業を兼業(0.88)

教育環境  学校・学習塾・保育所等への満足度(0.44) 分散型電源*  電気料金がかからなくなる

娯楽施設  娯楽施設への満足度(0.55) 通信インフラ*  災害時でも安定して通信可能

公共交通  公共交通への満足度(0.56) コミュニティ  近所の人が子供の送迎をしてくれる

コミュニティ  コミュニティや近所付き合いへの満足度(0.60) 起業可能  農作物を活用した企業ができる

自然環境  自然環境への満足度(0.54)

治安・防災  災害対策や地域の治安への満足度(0.64)

混雑・騒音  混雑・騒音の少なさへの満足度(0.54)

子育て重視  現在考えているより多く子供が欲しいか

移住意向の有無  移住したいと「思う」「少し思う」居住者(0.46)

家族の賛成  移住する場合に家族は賛成するか否か(0.30)

 移住不可能  家族の都合で現在の住居を離れなれないと思うか

移住積極的

移
住
意
識

個
人
・
世
帯
属
性

大家族

活動的

内向的

生
活
ス
タ
イ
ル

都市部環境
満足

農村部環境
満足

変数
内容(標準化係数)

変数
内容(標準化係数)

合成変数合成変数

生
活
環
境

自動運転*

スマート農業*

医療・福祉*

ICT教育*

テレワーク*

移
住
意
識
活
性
化

*：Society5.0の要素による移住意識の活性化

都市部環境
満足

農村部環境
満足

生活スタイル 生活環境

活動的

内向的

移住意識

移住積極的

移住不可能

移住意識向活性化

子育て重視

自動運転

スマート農業

医療・福祉

ICT教育

テレワーク

分散型電源

通信インフラ

コミュニティ

起業可能

GFI:0.881
AGFI:0.865

正方向
負方向

N=2,606注1)Society5.0の要素関連の変数は
注2)各変数を構成する観測変数は表2を参照

0.37

0.61

0.77

0.37

-0.08

0.16

0.11

0.09

0.81

0.85

0.90

0.87

0.79

0.19

0.16

0.18

0.13

0.18

0.04

注3)全て有意水準5%未満

0.83

0.79

0.57

0.72

0.14

0.16

0.10

0.13

若年女性

中年男性

個人・世帯属性

壮年女性

大家族

-0.07

0.17

0.120.06

-0.11

潜在意識

合成変数

観測変数
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つに分類した個人のうち，生活スタイルへのパスが有意 

水準 5%を超えているものは除いている．共分散構造分

析の結果を 図4に示す．この結果から以下のことが読み

取れる． 

1) 「個人・世帯」からつづく一連のパスより，移住に積

極的な子育て世代は，若年・壮年女性かつ活動的な生

活スタイルであり，都市部で得やすい生活環境に満足

しており，農村部で得やすい生活環境には不満がある

人物だと考えられる． 

2) 活動的かつ都市部環境に満足しているか，あるいは農

村部環境に不満があると移住に積極的であるというパ

スの流れにおいて，「中年男性」から「活動的」に負

の方向のパスが出ていていることから，活動的な中年

男性が移住に積極的になりづらいと解釈できる． 

3) 「移住積極的」な子育て世代にとって，多くの

Society5.0の要素が移住意識の活性化に効果的であると

言える．また，Society5.0の要素には関連しない，「コ

ミュニティ」と「起業可能」への標準化変数の値はど

ちらも Society5.0 の要素による移住意識の活性化を下

回っており，Society5.0の要素の方が移住政策として有

効であると言える． 

4) 移住したら今より子供が多くほしいと考えている「子

育て重視」の子育て世代にとっても，Society5.0の要素

は移住意識を活性化させる効果があり，標準化係数の

大きさから「自動運転」が最も有効であると考える． 

5) 家族の都合により現在の住居から離れられない「移住

不可能」な子育て世代にとっては，「ICT 教育」が有

効である．よって現在の住居を離れられない都合とし

ては親の介護といったものよりは，子供の教育関連で

ある可能性が高いと言える． 

 

 

4-3. 自動運転の利用方法と年齢との関係 

 移住意識の活性化による国とって大きなメリットを有

する「移住したら今より子供が多くほしい」と考えてい

る子育て世代にとって自動運転が有効であるという示唆

を得られた．また，若い世代を中心として移住意識が高

まっていること 20)から，年齢との関係を把握することが

重要であると考えられる.よって，自動運転の利用方法

別の移住意識の活性化と年齢との関係を見ることで若い

子育て世代にとって有効な自動運転の利用方法を考察す

る．各自動運転の利用方法による移住意識の活性化と年

齢との関係を表 3に示す．結果から以下のことが読み取

れる． 

1) 「目的地を提案し連れて行ってくれる」「移動中に車

内で読書等が出来る」という自動運転の基本的な利用

方法と考えられる項目に関しては，全般的に移住意識

が活性化されない． 

2) 「子供の送迎をしてくれる」に関しては，若い世代に

とって移住意識が活性化されやすいことが分かる．よ

って，子供に関連する利用方法を絡めた施策が若い世

代の移住意識の活性化に有効な可能性があると言える． 

3) 「農村部から現在の職場に通う」ことに関しては，19

歳から 49 歳にかけて，移住意識があまり活性化され

ないことが分かる．よって，移住するのであれば，転

職したいと考えている子育て世代が多い可能性がある

と考える． 

 

 

5. おわりに 

 

 本研究では，Society5.0による移住意識活性化の構移住

意識活性化と年齢との関係を分析した．結果は以下の

通りである． 

表3  年齢別・各種自動運転の利用方法による移住意識変化 

19～29歳(N=234) 9.0% 17.1% 25.6% 21.8% 32.1% 3.4%

30歳～39歳(N=1,027) 39.4% 12.5% 21.0% 23.0% 39.6% 3.9%

40歳～49歳(N=1,150) 44.1% 9.6% 20.0% 22.7% 42.5% 5.2%

50歳～59歳(N=195) 7.5% 10.3% 17.9% 21.5% 44.6% 5.6%

19～29歳(N=234) 9.0% 16.7% 24.8% 23.9% 31.2% 3.4%

30歳～39歳(N=1,027) 39.4% 13.4% 19.7% 23.9% 39.6% 3.4%

40歳～49歳(N=1,150) 44.1% 11.0% 19.3% 22.7% 42.3% 4.6%

50歳～59歳(N=195) 7.5% 9.7% 15.9% 22.6% 46.7% 5.1%

19～29歳(N=234) 9.0% 20.9% 24.8% 21.4% 26.5% 6.4%

30歳～39歳(N=1,027) 39.4% 17.0% 22.1% 24.1% 32.2% 4.6%

40歳～49歳(N=1,150) 44.1% 15.0% 19.2% 23.7% 36.4% 5.7%

50歳～59歳(N=195) 7.5% 10.8% 15.4% 27.7% 42.1% 4.1%

19～29歳(N=234) 9.0% 17.5% 17.9% 22.6% 33.3% 8.5%

30歳～39歳(N=1,027) 39.4% 12.3% 18.0% 21.4% 42.6% 5.6%

40歳～49歳(N=1,150) 44.1% 10.1% 15.8% 22.8% 45.7% 5.7%

50歳～59歳(N=195) 7.5% 9.7% 13.3% 29.2% 42.1% 5.6%

網掛太字：1%有意 太字：5%有意

独立性の検定結果　**：1%有意　*：5%有意

クロス集計表の残差分析結果

全く
変わらない

どちらかといえば
弱くなった

目的地を提案し
連れて行って

くれる**

X2値：24.8
自由度：12

移動中に車内で
読書等が

出来る**

X2値：22.8
自由度：12

子供の送迎を

してくれる*

X2値：29.7
自由度：12

農村部から
現在の職場に

通う*

X2値：27.9
自由度：12

利用方法 年齢 全体 強くなった
少し

強くなった
どちらかといえば

強くなった
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1) 若年・壮年女性は，都市部で得やすい生活環境に満足

し，農村部で得やすい生活環境に不満がある場合，移

住に積極的である．また，活動的な中年男性は移住に

積極的ではないと言える． 

2) 移住に積極的な子育て世代にとって，Society5.0と無関

係な施策よりも Society5.0 の要素は移住意識の活性化

に有効である． 

3) 移住したら今より多く子供が欲しいと考えている子育

て世代にとって，自動運転が移住意識の活性化に最も

有効である． 

4) 子供に関わるSociety5.0の要素の利用方法が若い世代に

とっては移住意識を活性化させるのに有効な可能性が

ある． 

5) 移住した際に職業を維持することを可能にする

Society5.0の要素に関連する施策では，あまり移住意識

の活性化を見込めない可能性がある．今後，物理的な

距離にとらわれない就労が可能な社会が形成されたと

しても，移住するのであれば農家等に転職したいと考

えている子育て世代が多い可能性を考慮した移住政策

が重要である． 

今後の課題としては，移住希望者にとって有効である

と考えられるSociety5.0の要素を含む移住意識活性化施策 

が移住者を受け入れる側である農村部の居住者にとって

受け入れやすいものであるかを考慮に入れて，個々の地

域に対する具体的な導入政策を検討する必要がある． 

 

謝辞：本研究は(株)トヨタ自動車との共同研究事業「こ

れからの社会システムとモビリティのあり方研究」の一

環として実施したものである．また，JSPS科学研究費
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